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口は 2億 6.545万人であった。同年の国民総生産については.カナダが 5.698億usドル(以下米ド
ル)で，アメリカが7兆 4.335億米ドルであった ljc これらの指標から，カナダ経済の規模はアメ
1) r世界同勢凶会・ 1998/99年版J.L.I勢子t. 1998年. 34.35点。
リカの経済規模の約十分のーといわれる。
また，同年のカナダの人口はオンタ 1)オ州にl.l1O万人(全人11の37.4%)，ケベック州に 727万
人 (24.5%)ヱ)と，総人口の 6割が 2州に集中しており，しかもその大部分がウインザーからケベツ






NAFTA発効前の 1993年のカナダの輸出額は1.767億 5.667万カナダドル(以下 Cドル)で，第
1位のアメリカへの輸出額は1.424億 2.774万Cドル(全体の 80.6%)，第 2位の日本への輸出額は
83億 9.326万Cドル (4.7%)11であった。同年のカナダの輸入額は1.694億 6.044万Cドルで，第 I
位のアメリカからの輸入額は1.136億 204万Cドル (67.0%)，第 2位の日本からの輸入額は 106億
8.982万Cドル (6.3%)であった 5)。
1998年のカナダの輸出額は 2.966億 9.997万C ドルで，アメリカへは 2.523億5.011万C ドル(全
体の 85.1%)と増大した。日本への輸出額はピークの 1995年 119億 23万Cドル 01 から 1998年の
81億 7325万Cドル (2.8%) IIへと減少した。また，同年のカナダの輸入額は 2.983億1.680万Cド







摘される。 1992年カナダの非金融部門の資産の 24%が，また金融・保険業の資産の約 17%が外国
2 )カナダ統計局による 1996年のカナダ人1は2.967万人で. i注主 lのl同司連の封般t計材似1とは-致しな1.，.~:;オン夕リオ州とケベツク
州の人I口lとその上比ヒ
¥1ac口I口m吋i日lIanCanada. 1998. p. 44 
3) L D. ¥kCann. ed. Hearlland alld Hinterland : A Geograthy of Canada. 2nd. ed. Scarborollgh. Ontario・Prentice.HalICanada. 
1987. pp. 109.147. 
4) Statistics Canada. Summary ofCanadiall Jnternational Trade， December 1993. Ottawa: Minister of Industry. 1994. p. 41 
5) Jbid. p. 25 
6) Statistics Canada. Exports by COUlltlヲ，Jalluary.December1996. Ottawa: Minister of Indllstry. 1997. p. 130 
7) Statistics Canada. Extorls by Countη: January-December 1998. Ottawa: Minister ()f Industry. 1999. pp. 4. 124 and 246. 
8) Statistics Canada. lmports by Countη:January-December 1998. Ottawa: Minister ()f lndustry. 1999. pp. 4. 124 and 246 






第 1表が示すように， NAFTA発効前の 1993年末時点の諸外国の対加直接投資残高は 1，414億
9，300万Cドルであった。アメリカからの投資額は 906億Cドルで，全体の 64.0%を占め，アメリ
カはカナダへの最大の投資国である。第 2位の投資国はイギリスで，金額では 158億 7，200万Cド
ルで，全体の 11.2%を占めた。 1998年末時点での諸外国の対加直接投資残高は 2.170億 5，300万C
ドルであった。アメリカの投資額は1.473億 4，500万Cドルで，全体の 67.9%を占め，金額的にも






( i'iゐーカナダドル， %) 
Pih I アメリカ合衆[i1 イギリス 日 本
1968年 23.234 18.975 81.7 2.409 10.4 62 0.3 
1973 33.977 26.919 79.2 3.310 9.7 250 0.7 
1981 70.327 53.777 76.5 6.635 9.1 1.000 1.4 
1984 83.385 63.355 76.0 8.180 9.8 1.790 2.1 
1985 90.358 67.874 75.1 8.643 9.6 2.250 2.5 
1986 96.054 69.241 72.1 11.31711.8 2.679 2.8 
1987 106.144 74.194 69.9 13.108 12.3 3.051 2.9 
1988 114.480 76.345 66.7 16.465 14.4 3.582 3.1 
1989 123.083 80.877 65.7 16.466 13.4 4.777 3.9 
1990 131.131 84.353 64.3 18.158 13.8 5.214 4.0 
1991 135.840 86.996 64.0 17.196 12.7 5.547 4.1 
1992 138.696 89.115 64.3 17.524 12.6 5.899 4.3 
1993 141.493 90.6∞64.0 15.872 11.2 6.249 4.4 
1994 154.594 102.629 66.4 14.693 9.5 6.587 4.3 
1995 168.352 113.206 67.2 14.095 8.4 6.952 4.1 
1996 179.515 120.370 67.1 14.200 7.9 7.828 4.4 
1997 196.713 131.917 67.1 15.102 7.7 8.087 4.1 
1998 217.053 147.345 67.9 17.720 8.2 8.058 3.7 
{資料)Statistics Canada. Canada's ln/erna/ionallnvesl問 問 /Posi/ion: His/oyical S/a/is/ics 1926-1992. 
1993. pp. 54.62. and p. 105. and Canada's ln/er:即 /ionallnves/men/Posi/ion. 1998. 1999. p. 42 
10) Organisation for Economic Co.operat旧日 and Development. OECD Economic Surveys: Canalお1995.Paris: OECD. 195. p. 75. 


















った。 1946年にはイギリスとアメリカの地位が入れ替わり，アメリカが外資 70億Cドルの約 72%















年の外国投資審査法 (ForeignInvestrnent Review Act. FIRA)となって現われた。この法律に基づき，





有企業ベトロ・カナダが設立された。そして， 1980年国家エネルギ一政策 (NationalEnergy 
Prograrn)が導入され， 1990年までに囲内石油・天然ガスのカナダ国内資本率を 50%以上に引き


















限に関する補完協定は同年 8月に 3国間で合意された。 1993年 10月の選挙で自由党が勝利し.ク
レチェン内閣が組関された。 12月に合意をみた NAFTAは. 1994年 1月より発効している。
1994年 12月キューパを除く米州 34カ国が参加した米州サミットがマイアミで開催され， 2005 
[4)吉田健正.rカナダ・ 20世紀の歩みJ. 彩流社，ゆ99年. 238.239頁c
15) I行]上. 271頁.および日本カナダ学会編. r史料が誘るカナダ 1535-1995J. 有斐閣. 1997年.212頁。
16) 向上.fT回， 271-272頁。
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接投資残高が 10億Cドルに達したのは 1981年であった。 1998年末時点では 80億 5.800万Cドル
となり，これは総投資額の 3.7%に値する。日本の対加直接投資の第 1の特徴は. 1980年代に入り
投資額が急増したことである。さらに，各国別直接投資残高が明らかにされている 1995年末時点
で. 日本の対加投資残高は，フランスの 52億 9，300万Cドル， ドイツの 49億 7.400万Cドルや，










17) J Colin Dodds. '・NAFTA and Canada." in NAFTA : Past， Present and Future. ed. by Peter Coffey. et al. Boston : Kluwer 
Academic Publishers. 1999. p. 51 
18) lbid. p. 52 
19) S臼t臼a山i
20ω) 会計 f年lドミリj皮主をきし. 4月IUからめまり. '~3)] 31 Iに終わる a年のことご
21) 1980年の外為法の改正以前は許可ベースで，改正以後はlriltHベースである。なお.これは投資の届出額(以前は詳可額}が









第 2表 は第二次世界大戦後の日本の対加直接投資額 を 業 種 別 に 示 し た も の で あ り 24)，画期的な
第 2表 日本の業種別対加直接投資額
(百万U.S.ドル.%) 
1951 -1973 1974-1985 1986-1994 1951 -1994 
製造業
食料 3 0.8 28 2.2 36 0.5 67 0.8 
繊維 8 2.3 49 3.8 161 2.4 218 2.6 
木材・パルプ 126 32.6 185 14.4 1.448 2β 1.759 21.3 
化学 3 0.2 122 1.9 125 1.5 
鉄・非鉄 12 3.1 90 7.0 136 2.1 239 2.9 
機械 3 0.8 10 0.8 175 2.7 188 2.3 
電機 0.3 30 2.3 234 3.6 266 3.2 
輸送機 。 。 15 1.2 569 8.6 584 7.1 
その他 2 0.5 10 0.8 118 1.8 129 1.6 
ノj、al 157 40.6 420 32.7 2.998 45.5 3.575 43.3 
~・林業 15 3.9 49 3.8 8 0.1 72 0.9 
j魚・水産業 l 0.3 3 0.2 4 0.0 
鉱業 140 36.2 320 24.9 335 5.1 795 9.6 
建設業 0.3 8 0.6 41 0.6 50 0.6 
商業 41 10.6 215 16.7 598 9.1 854 10.3 
金融・保険 3 0.8 153 11.9 676 10.3 833 10.1 
サービス業 5 1.3 13 1.0 961 14.6 980 11.9 
運輸業 ワ 0.2 28 0.4 30 0.4 
不動産業 33 2.6 933 14.2 966 11.7 
その他 24 6.2 57 4.4 3 0.0 84 1.0 
支出 。 0.0 7 0.5 3 0.0 1 0.1 
不動産 2 0.5 6 0.5 8 0.1 








24) 1996年より対外直接投資は円建てのみの公表となったため，大蔵省 I財政金融統計R稼1.第548号. 1997年，には円建
ての数字が掲載きれている。また.ジェトロは日銀インターバンク・滞j中平均レートによりドル建てに換算しているが，対












方向に向かい，プラザ合意前の 1米ドル=240円前後から 1986年末には 1米ドル=160円にまで
なった。その後も円高基調は続き， 1995年4月には l米ドル=79円を記録した。
きて，第 2表によると，第一期の 1951年度から 1973年度までの日本の対加直接投資額は 3億
8，800万米ドルであった。このうち最大の投資部門は鉱業で I億 4，000万米ドル(全体の 36.2%)に
達した。 1960年代は銅などを中心とする非鉄金属を， 1970年代は石炭を中心とする投資がなされ
た。次に多い投資先は，製造業の中の木材・パルプ工業で，金額にして l億 2，600万米ドル，シェ





















の割合を 1984年には 16%， 85年には 25%にまで拡大したお)。
最後の 1986年度から 1994年度は，プラザ合意以後の円高基調を背景に日本の海外直接投資に一
層の拍車がかかった時期である c この期間中，対加直接投資は 65億 8，600万米ドルに達し，戦後の
対加直接投資の総累計額の 79.7%が実にこの最近 9年間になされたことになる。
第三期の投資額の 45.5%が製造業向け投資で， 29億 9，800万米ド、ルで、あった。中でも木材・パル
フ。工業へ 14億 4.800万米ドル (22.0%)の投資がなされた。これらには， 1988年発表の大昭和製紙










製造業に次いで、サービス業 (9倍、 6.100万米ドル)や不動産業 (9億三300万米ドル)への投資が大き
いのが，第三期の特徴となっている。ホテル・リゾート関連の不動産投資が中心で，プリティッシ
ユ・コロンピアナ1'1の観光都市ヴイクトリアやスキーで有名なウイスラー，アルパータ州のバンフや
カルガリーで大型ホテルの買収が盛んで、あった 2710 この他には金融・保険業へ 6億 7.600万米ドル，














1994年に発効した NAFTAは. 1992年にカナダ，アメリカ，メキシコの 3国間で結ぼれた最も包







カナダでは， FTAの場合と同様， NAFTAに関しても賛否両論がある c NAFTA支持者は，カ
ナダ製造業者連合，カナダ商工会議所，カナダ経済審議会，主としてカナダの大企業とアメリカ系














28) Tamiko Kurihara.“The Free Trade Agreements and Sogo Shosha in Canada: r東洋大学経済研究年報J，第 20i:I"， 1995 
年， pp. 317-319. and Bruce Campbell.“A Canadian Labor Perspective on a North American Free Trade Agreement: in 






























ることが要件であり，この調達率は 1998年 1月から 56%， 2002年 1月からは 62.5%へと徐々に
29) ジェトロ， [1995ジェトロ白書・投資編J，1995年， 125頁。







念された。こうした中で，連邦政府は， 1993年 12月29日行政命令でエンジン， トランスミッショ
ンなど重要な自動車部品約 80品目の関税率をそれまでの平均約 9.2%から平均約 2.5%(一部0%)
に引き下げることを決定し， NAFTA発効と同時に例年 1月から実施した 31)。この連邦政府の措
置によって，日系メーカーが懸念していた NAFTA発効によるマイナス面が相殺された。なおこ
の措置は 1997年 12月31日までの時限措置であったが， GATTのウルグアイ・ラウンドの成果と




数は 399社で，そのうち 300社(うち製造業は 63社)が回答を?寄せた。日系企業の経営上の問題点






















今後の経営・投資計画については， 1自社工場/営業網の拡張」と製造業では 41.7% (60社中 25
社)の回答があったのに対し，非製造業ではその割合は 17.2% (215社rl137社)でしかなかった。











間生産台数を 12万台にすることを発表した。さらに.同社は 1995年 12月には 3億Cド 追加投資
により新ミニパンを年間 12万台生産， 1998年から生産合計 24万台にする計画を発表した 3九
トヨタとホンダのカナダ子会社に対して，オンタリオ州インガソルに設立されたカミ・オートモ
ティプ社 (CAMI)は，スズキと GMが 50%ずつ出資した合弁企業である。 1995年に年間 18万台
生産したが， 1996年は北米の小型車市場の変化に対応して若干生産調整を行なっている。 CAMI
はGMとの合弁企業のため，ビッグスリーと同様に AutoPactの一員である。それゆえ，他の日系
メーカーとは異なり，自動車部品調達率についても NAFTAで定められた 2002年から 62.5%とい






36) The Canada-Japan Business Review， Special Report カナダに於ける日系企業の生産現場， Vol. 1. Toronto: T. Iwasaki & 
Associates.ゆ96.pp. 3-6.およびジェトロ， iNAFTAに対応する米加墨企業の状況 企業インタビュー調査ム 1995年 iト
72頁c
37)同上.The白畑'da-JapanBusiness Review. pp. 9-12.および iNAFTAに対応する米加墨企業の状況J.68-70頁c







ここでは自動車関連の小型ラジアル・ボールベアリング 5穫を生産している。 1994年から 2，000万























39) fil上， pp.20-22 
40)向上， pp.I-2.および INAFTAに対応する米加里企業の状況J，70-71夏。































42) Kurihara.前掲書， pp. 327-335. 
43)同上，Ibid. pp. 329-331，および栗原武美子， r在力日総合商社のl直擬投資と売上高の関係についてJ.r東洋大学経済論集J，
20巻 1・2合併号， 1995年， 143-144頁。
44) David W. Edgington and W. Mark Fruin.“NAFT A and Japanese Investment: in F01'eign Inveslmenl and NAFTA. ed. by 
















The Scheme of the Free Trade Area of the Americas (FT AA) 
and japanese Direct Foreign Investment in Canada 
Tamiko Kurihara 
Abstract 
The economic development of Canada has been historically inseparable from the introduction 
of foreign investment. Until 1914 the United Kingdom was the major capital supplier. After 
World War I the United States became the chief investor with the emphasis on direct foreign 
investment (DFI). 1n the 1970s economic nationalism was prevalent in Canada in the attempt to 
reduce its economic dependence on the U. S. The 1980s and 1990s saw a shift to economic 
integration with the U. S. resulting in the U. S. -Canada Free Trade Agreement (FT A) in 1989 
and the North American Free Trade Agreement (NAFTA) in 1994. Canada's further intention 
of expanding free trade areas is signified by chairing the Free Trade Area of the Americas 
(FT AAl negotiations. which confirmed the creation of the FT AA by 2005. 
Compared with the U. K. and the U. S. ]apan is a new source country of capital to Canada. 
]apanese DF1 has been concentrated in the natural resource sectors. such as mining and the 
pulp and paper industry as well as in commerce. The changes in the economic and political 
environments of Canada. ]apan and the world made ]apanese DF1 in Canada diversified. The 
new foci of ]apanese DF1 are found in finance and insurance. the real estate industry. services 
and the automobile-related industry. The e妊巴ctsof thεFT A and the NAFT A on ]apanese DFI 
have varied. depending on sectors. Whether Canada remains the attractive host country for 
]apanese DF1 under the NAFT A and the future FT AA is an open question. 
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